ベンゴシ 30ヨネン ノ カイソウ ニトウリュウ ノ ミチ by 池田 節雄
弁護士30余年の回想（池田）　165
資 料
弁護士30余年の回想
　　　　二刀流の道
池　田　節　雄
1　はじめに
　筆者が会社員10年の生活を経て弁護士に登録して以来、30余年が過ぎ
た。30年は長い歳月であり、その間に体験した事案の内、重大だったケー
スについては、今も鮮明に記憶しており、今一度取り扱えと言われても、
すぐに再開することができるようにも思える。
　筆者は、会社員時代に長く海外関係の仕事をしており、英語を書くこと
は容易だった。それと共に、フランス語も多少できたので、外国との関係
の仕事を希望していた。しかし、30代後半になって弁護士となった筆者
を受け入れる法律事務所はなかった。その結果、赤坂でいきなり自分の事
務所を開業することに決めた。当時は、弁護士の数も少なく、のどかな時
代であったから、開業しても少しずつ仕事はあった。筆者は、国内の通常
の事件の他に、できれば、海外へ行く仕事をしようと思っていた。そのこ
とを司法研修所の民事弁護の教官に話したら、「それが一番むつかしいの
だ」と言われたことを記憶している。
　怖いもの知らずで、法律事務所を開いた筆者は、その後、時代の風の吹
き回しも良かったせいか、国内の仕事だけでなく、海外の仕事をして、
ヨーロッパの国々、アメリカ、オーストラリア、シンガポール、韓国、タ
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イ等の国を巡ることができた。その意味では、一一応の目的を果たしたこと
になる。
　このあたりで、この30年の来し方を振り返り、反省をこめて書いてみ
るのも意味のあることだと思い、筆をとることにした。国内の事件と海外
の事件を扱うということから、あえて、「二刀流の道」という副題をっけ
させていただいた。この二つは、国内事件では日本語により、海外事件は
英語（ときにはフランス語）で行うという意味で、全く異なった仕事のよ
うに見えるが、法的に顧客のために働くという点では共通すると筆者は考
えている。
　筆者のように、他の事務所での経験もなく弁護士業を行うというのは大
胆すぎ、危険であるという見方もあるであろう。そうしたハンディキャッ
プを克服するために、筆者は本番の仕事でオン・ザ・ジョッブ・トレーニ
ングを行うという考えに徹した。野球でも相撲でも将棋でも、10の練習
試合よりも一つの真剣勝負の方が教育的効果がある。本番は生きるか死ぬ
かの選択であり、訴訟でも、英語による交渉でも失敗は許されない。しか
も、その時々の事案は筆者にとって未経験のことであり（いきなり独立し
たのであり当然のことである）、一つの事案から学ぶことは多かった。
　未経験な筆者が仕事を行う上で心がけた点は、次の三つである。
①まず、初歩的なことは絶対問違えてはならないので、恥をおそれず人
に聞くことにしていた。確かに、今から考えても、当時の2年聞の司法研
修所での研修は充実しており、基本の基本は十分に教え込まれた。それで
も、未経験の筆者にとって、法律の実務では未知のことが多かった。とく
に、民事手続については実際の取り扱いが分からないことが多く、最善は
裁判所の書記官に謙虚に聞くことである。それと、裁判の実務では、裁判
官の一言半句に耳を傾けて、そこに含まれる示唆を組みとるようにもし
た。また、事件を処理するときの資料の収集についても、初歩的な入門
書、詳しい本格的な著書、コンメンタール、判例など必要な参考書を出費
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を惜しまず買うことにしていた。
②前記とは逆に、むっかしい問題については人に絶対聞かないで、自分
で徹底的に何日も考えるようにした。やさしい初歩的な事柄は、友人の弁
護士に聞いても即答してもらえるが、未解決の判例もないような問題を人
に質問しても、誰にも答えられない。筆者の扱ったケースには、どういう
わけか、未知の問題が多かった。それは誰に聞いても分からない問題であ
り、自分の力でアイデアをひねり出すしかないのである。
　こういう難問については、一度書いてみて、数日問頭を冷やしてみて、
考え直すと別の論点を発見することが多かった。時には、裁判が始まっ
て、二、三回目の期日の前に、思わぬアイデアが閃いたこともあった。そ
の意味で、法律の実務にはつくづくと難問が多いと感じた（実際の例は後
述する）。そうした難問に解答を出すのが、リーガルマインドとも言える。
③最後に、実務において筆者がモットーとしたのは、依頼者の側に立っ
て情熱を傾けるということである。つまり、依頼者の利益を守るために戦
うという精神である。法的争いとは、法のカによって解決するということ
で、平たく言えば、弁護士は依頼者に代わって法というリングに登って戦
うボクサーのようなものだ。考えによっては、因果な仕事である。しか
し、法的闘争の終局において、何らかの成果を得られないと、当然、依頼
者は満足しない。国内訴訟で支払われる成功報酬という制度は、如実に、
法の実務の世界を物語っている。
　筆者は、依頼者側にのめり込み感情移入をし過ぎると言われることもあ
る。それは冷静な判断力を失わせる欠点があるが、その反省をふまえて何
とか最終的には、依頼者の利益を実現しようと筆者だけでなく多くの弁護
士は考えているはずだ（それが良い弁護士なのだ）。
2　海外関係の仕事
　まず、筆者が目指した海外関係の仕事について語りたい。
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①かけ出し時代
　筆者は学生時代から、少しばかり第二外国語のフランス語の学習をして
いた。その記念として、白水社の文庫クセジュの一冊である「女性の権利
一その歴史と現状。ネー・バンサドン著」を司法修習生時代に翻訳して、
弁護士になった翌年に出版した。海外の仕事に連なるほんの第一歩であっ
た。フランス語については、その後1986年に、ジャックHJブルジョア他
の「ECの新対抗措置について」を翻訳して、「国際商事法務」第14巻6
号7号に掲載したりして、活用した。
　興味深いのは、ポルトガル語とスペイン語の仕事をしたことである。筆
者は、フランス語に似ているスペイン語、ポルトガル語を会社員時代に学
習した（これらは、フランス語からスタートすれば、3ヶ月もあれば上達
する）。高名な自動車メーカーから、ブラジルで結んだポルトガル語の契
約書の意味が良く分からないと電話があり、依頼された。何でも、ポルト
ガル語を大学で専攻した社員によって日本語に訳してもらったが、意味不
明とのことであった。筆者が訳したところ、企業と企業の契約であるが、
永久に解除できないという不思議な内容であった。とりあえず、契約書の
内容を正しく理解してもらえたので、職責を果たした。すると、しばらく
して同社から、メキシコで作成した子会社の定款も良く分からないのでと
翻訳を頼まれた。筆者は、当時は時間もあり、時間をかけてこれもやり遂
げた。
　アメリカヘ初めて行ったのは、プロベート（probate）の事件だった。
ロスァンゼレスに住んでいた日本人女性が死亡してコンドミニウムの遺産
を残したので、それを買いたいというアメリカ人と話し合って欲しいと依
頼された。プロベートというのは、遺言を残さず死亡した人の遺産を裁判
所で検認する手続である。友人の渉外弁護士の紹介で、ロスアンゼレスの
弁護士に会って話を聞いたところ、アメリカでは遺言書を残すのは必須の
ようであり、遺言がないときはプロベートに移行する。しかし、プロベー
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トは費用も時問もかかりすぎて、本件では不適当であった。その旨アメリ
カ人に会って伝えて、結局、私的に賃貸借するように処理した。このと
き、筆者はカナダのフランス語圏であるケベック州（モントリオール、ケ
ベック）とニューヨークを回って帰国した。
　この他、アメリカについては、債権回収のためにハワイヘ行ったことが
ある。日本の顧客と共に、ワイキキのホテルに1週間滞在し、ダウンタウ
ンの日系弁護士を訪ねて解決した。異様なのは、我々二人は、毎朝スーッ
を着てワイキキのホテルのエレベーターに乗ることで、その他すべての人
は水着姿であり、驚かれたことだ。ビジネスであれば、ダウンタウンに宿
泊すべきであったかもしれない。
②ECのアンチダンピング手続
　やがて筆者は、東京のフランス商工会議所を通じて知り合った老齢のフ
ランス人弁護士から、EC（現在のEU）のアンチダンピング手続があるこ
とを知り、機会があれば一緒にやろうということになった。このアンチダ
ンピング手続そのものについては、すでに日本法律家協会機関誌「法の支
配第152号と白鴎大学紀要第3号で書いているので、ここでは、主に、そ
の他のエピソードを書くことにする。ただ、ダンピング手続のことを簡
単に説明すると、ガット（1995年からはWTO）で公式に認められた手続
で、各国はその国際的に認められた協定（ダンピング・コード）に従った
各国の立法により、輸入された製品が輸出国の国内価格（国内価格がない
ときは国内価格に相当するように計算された構成価格）より低い価格で輸
出されたために、輸入国の業界に損害を与えたときは、その差額を別途の
関税として課税する’法的手続である。
　このダンピング手続は、国際経済法の通商問題の一分野であり、ある
高名な専門家は、複雑で難解な手続であると解説している。そして、EC
（EU）の手続につき筆者がもう一つつけ加えると、ECでは担当するケー
スハンドラー（官僚）が、裁量により権限を濫用する特色がある。こうし
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た手続に巻き込まれる日本企業のECへの売上高は、通常、30～200億円
であるから、企業にとっては死活問題であった。筆者は、1985年から、
約30社の日本企業のために代理人として働き、このためヨーロッパヘは
50回近い出張をした。
　1980年代の日本企業は隆盛をきわめた。とくに、機械類、電気製品な
どの輸出が伸びて、日本国内の競争をそのままヨーロッパに持ち込み、日
本製品のヨーロッパでの市場シェアは高まるばかりであった。そうした
シェアの高まりを抑える切札が、ずばり、アンチダンピング手続であった。
　このEUのアンチダンピング手続の最大の欠陥は、ダンピングの計算方
式がはっきりしないことだった。方法論がはっきりしない状況で、ケース
ハンドラーはもっぱら企業に不利になるように計算方法を選択して行くの
だ。しかも、ケースハンドラーは、言わば検察官兼裁判官であったから、
企業を代理する弁護士は一工夫も二工夫もする他はなかった。そして、ど
んな場合でも、ケースハンドラーを怒らせずに企業の言い分を聞くように
させなくてはならない。その一つは、調査に協力することによってケース
ハンドラーと友人になることだった。
③本稿では、EUのアンチダンピング手続で一番うまく行ったケースと
失敗したケースを解説する。
　一番うまく行ったのは、ドット・マトリックス・プリンタのケースだっ
た。筆者は業界第2位で年間輸出高200億円のS社を代理していた。日本
でのケースハンドラーの立会調査も順調に終了して、あとは暫定結果の発
表を待っだけだった。筆者はその暫定結果を滞在していたフランクフルト
のインターコンチネンタル・ホテルから、ケースハンドラーに電話して聞
いた。38％の課税という発言を聞いて、耳を疑った。もう一度聞き返し
ても、やはり38％であった。私達の計算では、どう計算しても10％強で
あるので、全く理解できなかった。
　S社の本社から丁部長と2人のスタッフが、血相をかえて、ロンドンの
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販売子会社まで飛んできて、沈痛な会議が開かれた。
　丁部長は言った。「これまで、私たちは、すべて先生の助言に従ってき
ました。しかしなぜ、こんな結果になるんでしょうか」。
　筆者は正直言って、言葉も出なかった。窓から飛びおりたいくらいの気
持ちであった。
　ともかく、四人でブリュッセルまで行ってケースハンドラーに会うしか
ない。
　ケースハンドラーは、傲然と私たちに言った。「S社の国内販売量が全
輸出量の4．99％と少なく、自分が基準と考える5％に足りないので、構成
価格の計算には、その国内販売の経費ではなく、他社の販売経費の係数を
使用した」。
　これは理不尽であった。なぜなら、そのように5％が必要であるとは
ECのダンピング規則に書いてあるわけでなく、ケースハンドラーが勝手
につくったルールにすぎないからである。まさに、ケースハンドラーは検
察官兼裁判官であった。しかし、このような時、相手のケースハンドラー
を罵倒してはならない。罵倒しても、相手は態度を硬化させるだけであ
る。にっこりと笑って、「もう一度、考えさせて欲しい」というのが最善
である。
　私たちは、それから、ブリュッセルの宿泊先のヒルトン・ホテルに帰っ
て、三日三晩、私たちの回答をっくり直した。そして、当初、輸出モデル
と比較できるモデルを英文用のプリンタに限定して回答していたが、英
文・漢字用のプリンタの国内販売も比較できると回答案を修正した。その
結果、国内販売量の数値は4．99％から5．12％となり、ダンピング・マージ
ンも38％から12％に下がった。
　しかし、ケースハンドラーはそのような修正を認めるのだろうか。実際
に、ケースハンドラーはその修正を認めた。なぜならば、私たちはケース
ハンドラーと友好な関係にあったからだ。
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　次に失敗したケースを解説する。
　ある日系企業がタイの子会社（A社）で電気製品を製造して、全量EC
へ輸出していた。このケースは、マレーシア、タイ、中国、韓国からの輸
出を対象としていた。このケースでも、国内価格に相当する構成価格の計
算がポイントであった。タイでは、もう1社の日系企業があったが、同社
は生産拠点をECに移す決断をして、このアンチダンピング手続には参加
しなかった。したがって、A社だけがダンピング調査を受けることにな
り、構成価格の計算方法を工夫する必要があった。
　そこで、筆者は、A社の兄弟会社が韓国にあり、そこから日本へ輸入し
ていた同種製品の日本国内での販売費用を用いることを提案し、ケースハ
ンドラーV（主任）とTも了承した。その結果、日本からのデータも回答
の中に入れて、立会調査は日本でも行われた。
　A社の回答も順調に仕上り、ケースハンドラーであるフランス人V（主
任）とベルギー人丁も、日本とタイでの立会調査で納得していた。A社の
推計では、ダンピング・マージンは1％くらいであった。
　ところが、暫定結果の発表前に衝撃的なニュースが飛びこんできた。実
は、このケースは4ヶ国にまたがり調査め対象になる企業が多すぎて、，
ケースハンドラーのチーム（通常2人）が二っあり、もう一チームの主任
だったドイツ人KがVにかわって、全体を統括することになったのであ
る。したがって、それまでVと約束していた計算方法も見直されることに
なった。不運と言えば不運。直ちに、筆者はブリュッセルに飛んでケース
ハンドラーKに会ったが、友好な関係を築くことはできず、結局、韓国の
大手企業のデータが使われた。
　結果は14％のダンピング課税。その結果、やむなくA社はルクセンブ
ルクのEC第一審裁判所に提訴することになった。しかし、ここでも不運
が待っていた。ECでの裁判手続は、訴状一答弁書一反論一再答弁と4段
階の書面審理に続いて口頭手続（oral　procedure）を行って終結するが、
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再答弁までの1年は順調に経過したが、その後の口頭手続がなかなか始ま
らないのだった。口頭手続が行われたのは、再答弁から2年後、提訴の時
から3年後であった。その遅れた理由は、EC職員の労働事件（EC職員
は国際公務員であり、その昇進・差別等の事件）が多発していて、第一審
裁判所に係属して順々に審理していたからである。ダンピング課税の期間
は5年であるから、その取消訴訟が3年もかかっては、ビジネス的には意
味がない。筆者と依頼したベルギー人弁護士には、A社から苦情を何度も
言われた。そして、3年半後の敗訴判決。不可抗力とはいえ残念であった
（なお、現在では、上記のような事態を避けるために、EU職員の労働事
件を扱う専門裁判所が設置されている）。なお、この判決も判例集に登載
されている。
　この他、筆者はアメリカのアンチダンピング事件も3件取り扱い、ワシ
ントンの商務省を3度訪れた。その内の一度は、桜の咲く季節で、ポト
マック河の満開の桜を見ることができた。
④筆者は、長期間EC（EU）の事件を取り扱う中で、下記の著書を残し
た。
　ECアンチ・ダンピング法　　　　　　　　　ジェトロ　1989年
EC弁護士ECを巡る　　　　　　　　　　ジェトロ
新EUアンチ・ダンピング法　　　　　　ジェトロ
国際弁護士　どんな仕事か、何と戦うのか　平凡社
EU独占禁止法　　　　　　　　　　　　　　ジェトロ
1994年
1998年
2002年
2009年
3　国内事件
　平成7年に、国内事件をより数多く取り扱うために、事務所を赤坂から
現在の市川市に移した。
　筆者は、国内事件では、大企業を代理した海外案件と異なり、個人・中
小企業の案件が多かった。その中で、民法のほぼ全分野にかかわった。契
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約問題、医療事故などの不法行為、離婚・相続などの家族事件、破産など
と全く違った世界を見てきた。そして、それはそれなりに解決したとき
は、充実感を味わった。その中には、不定形で未知の事案が割合多かっ
た。これらにっいては、判例も少なく参考書もない事件である以上、何度
も自分の頭で考えてアイデアをひねり出すしかなかった。以下には、そう
した記憶に残るケースについて解説したい。
①民事事件
ア　判例タイムスに登載された行政事件（判タ1015の120）
　筆者が取り扱った唯一の行政事件であり、判例解説集に残された唯一の
ケースである。
　鎌倉市でパチンコ店を経営する知人の男（以下Mという）、バブル景気
の終わり頃、鎌倉市内の準工業地域の県道沿いに、6億円の費用をかけて
立派なパチンコ店を新築した。ところが、正規の手続により正しく建築確
認の手続をしないで、書店を建築すると建築確認申請をして（つまり虚
偽の申請をして）、建物が完成すると直ちにパチンコ店への用途変更の申
請をした。真意は、建物完成という既成事実を利用しようとしたのだが、
当事の丁鎌倉市長（元新聞記者）は「グリーンの古都鎌倉」を標榜して当
選していたので、この件につき、烈火のごとく怒り、この用途変更の建築
確認を留保した（認めなかった）。しかも、新聞記者を多数市庁舎に呼ん
で記者会見し、「鎌倉市民17万人愚弄した」と言ってMを激しく非難した
（なお、この頃、鎌倉市にはパチンコ店を規制する条例はなかった）。こ
のため、新聞報道で大きく取り上げられ、地元住民も反対の声をあげて立
ちあがった。実は、Mはそうした住民の反対をおそれていたのだった。
　6億円の費用をかけて、二階建ての大きなパチンコ店を新築したMは真
青になった。そして、幾人かの弁護士と面談した後、筆者に依頼してき
た。筆者は、大学で行政法は一応勉強したものの、司法研修所でも実務で
も全く経験がなかった。しかし、ひるむことなく筆者は引き受けることに
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して、これに関する文献を20冊ほど買い集めて、必要なところを読んだ。
　その結果として判明したことは、本件は本来、鎌倉市の建築確認要綱に
基づき、住民への説明会を経て建築確認を認めることになっていたのであ
る。しかし、この要綱はいわゆる行政指導だったので、それに従わなくて
も、法的にはMの用途変更手続は認められるべきだった。
　まず、筆者は、Mと一緒に鎌倉市役所に行き、建築指導課長と面会した
が、「きちんと住民説明会をしなさい」と言われて、門前払いであった。
そこで、住民集会も試みたが、住民は全部反対だった。もはや、法的措置
をとるしかない。では、どのように。
　筆者が調査したところ、本件は平成6年から施行された行政手続法（筆
者の学生時代には存在していない）の問題であり、その第33条（申請に関
連する行政指導）の判例としてぴったりのものが見つかった。それは、昭
和60年7月16日の最高裁判例（民集39－5－989）で、「建築主において確認
処分留保のままでの行政指導にはもはや協力できないとの意思を真摯かつ
明確に表明しているときには、他に正義に反するなどの事情がない限り、
建築確認申請に対する処分を留保することは違法である」というものであ
る。
　要は、正義に反するような事情がある場合を除いて、建築確認留保は違
法と判例は言っているのだが、本件では、Mは書店を開くとウソをついて
いるが、この点を弁明しなくてはならないがどうだろうか。
　筆者は、まず、配達証明付きで、鎌倉市の建築主事あての用途変更の申
請一式を送付した後、建築確認留保の不作為違法確認の提訴に及んだ。半
年後、原告のMが書店を一度開業することで和解が成立し、訴訟を取り下
げた。
　しかし、Mはパチンコ店の二階に形ばかりの古書店を開いたこともあっ
て、丁市長が納得せず事態は進展しなかった。そこで、筆者は第2ラウン
ドの提訴を行い、今度は、違法確認だけでなく、毎月2000万円の損害賠
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償を関連請求として追加した。
　結局、横浜地裁は、建築確認留保が6ヶ月以上継続しているとして、違
法確認請求のみを認容した。その後、両者が東京局裁に控訴して、住民説
明会を6回行うことで和解し、建築確認は認められた。5年に及ぶ裁判
だった。なお、この横浜地裁の判決は、「条解行政事件訴訟法第3版補正
版」（平成21年5月。弘文堂）の86ぺ一ジに引用されている。
イ　民法第536条2項
　ある建築請負業者（甲）が個人（乙）のお客から3000万円で、2階建
の住宅を建築することを請負って、頭金1000万円を受領した。甲は設計
図面を作成して、市の建築確認も終了し、材料の手配をしていたところ、
乙から家の水回りの部分をより豪華にして欲しいと言って、大手のN社等
の見積書を甲に送ってきた。そのため、予算が250万円ほど増額になり、
甲としては請負代金3000万円の値上げをしないで材料費を圧縮するため
に、安い鉄骨を中国から輸入するなどの検討をしていた。このため、工事
の着工が遅れると乙に通知していたのだが、年末近くになって、乙は工事
の遅れに不信感を持ってしまい、甲に工事を中止すると電話してきて、請
負契約を直ちに解除するとのファックスも送付してきた。
　乙は1000万円全額の返却を求めてきたが、甲として応ずるわけには行
かない。このため、乙は東京地裁に提訴し、筆者は甲の代理人となった。
　本件は、工事の着工が遅れた点につき甲に責任があったのかもしれない
が、いきなり契約解除に及んだ乙の行為も唐突であり、筆者はある種の債
務不履行（受領遅滞などの）あるいは民法第641条の注文者の解除くらい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　めいせきしか思いっかず、第1回の口頭弁論に及んだ。裁判官は明晰な頭脳の持主
として有名な人で、被告代理人である筆者に対して、「契約関係は終了し
ているのかどうか次回までに考えてみて下さい」と言った。
　次回までに1月半あったから、いろいろと考えてみた。確かに、甲から
は契約解除の意思表示はしていない。一方、工事の着工が遅れていたの
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は、乙の追加の要望に答えようとした面も甲にあり、甲の責任とも思えな
いo
　そうしている内に、民法第536条2項に関する最高裁判例（昭和52年2
月22日民集314－79）を見つけた。それは、「注文者の責めに帰すべき事由
により仕事の完成が不能となった場合には民法536条2項の適用がある。
その結果、請負人は、自己の残債務を免れ、注文者に請負代金全額を請求
できるが、自己の債務を免れたことにより得た利益を注文者に償還しなけ
ればならない」という内容だった。この判例に基づき、筆者は、次回の口
頭弁論において、乙に対し3000万円の請求をする一方、2000万を得た利
益として減額し、1000万円をそのまま受けとるとの主張をした。このよ
うにして、甲は有利な条件で和解した。
　なお、この最高裁判例は、当事者からの主張に基づきなされたものでは
なく、主張はなかったものの、注意を喚起するため念のために出された判
決であった。当事者も、なかなか気づかないのかもしれない。それにして
も、この危険負担の条項があることは、民法の守備範囲が広いことを示し
ており、驚きである。
ウ　医療過誤事件
　筆者は数多くの医療過誤事件を手がけたが、勝率は3～4割程度であっ
た。本来、医療行為は生命に対する危険を内在しており、医術及ばず死に
至るのはやむを得ないと司法は考えているようだ。
　その内、筆者が最初に取り組んだケースを解説する。
　弁護士会の法律相談に中年の夫婦がきた（Y）。聞けば、医療の手落ち
で夫のガンの発見が遅れて、まもなく死ぬという話であった。その後とり
扱った医療過誤では、すべて、死亡した人の遺族が来たので、死ぬ本人が
相談に来たのは、最初で最後であった。割合、本人は落ち着いていた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　きょうさく　相談の内容は、水賢症という腎臓の病気にかかり、尿管が狭窄してい
た原因が盲腸ガンであったことを担当医が見落したということだった。担
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当医は、丁大学病院とM個人病院の両方に勤務していて、その見落しを
知って、丁大学病院に何度も抗議に行ったとのことだった。
　証拠保全を初めてすることになったが（筆者は初めていうのはおそれな
い）、本件では午後二つの病院を回るというダブルヘッダーだった。医療
過誤において病院と事前に当事者が争うのは得策ではなく（病院はカルテ
を改ざんするので）、このケースでも、重要なレントゲン写真を手に入れ
たのは、M病院だけだった。尿管が明確に狭窄しているレントゲン写真が
あるのに、担当医はその原因をつきとめなかったのである。
　Yは、その後K大学病院にもかかり、レントゲン写真などの証拠を残し
ていた。筆者は、弁護士法23条の2により、それらの証拠をとり寄せた
が、Y夫人が探していた重要なレントゲン写真は見つからなかった。K大
学病院は、多分、同業者をかばったのであろう。
　医療過誤事件では鑑定医を見つけるのが、至難のワザだ。このケースで
は、裁判所の方で鑑定医を見つけてくれて、M病院に対しては勝訴となり
和解した。丁大学病院は50万円の見舞金を支払ったのみ終結した（これ
が、原告敗訴のときの実務慣行だ。）。
　その後、筆者はいくつかの医療過誤事件に取り組んだが、鑑定医を捜す
のに疲れたため、この医療事件は現在はやらないことにしている。
工　離婚事件
　離婚事件も、当然、数多く取り扱った。筆者は口頭で手続を進める調停
を得意としており、先日も、一回の調停で離婚を成立させ、依頼をした女
性に、要求していた以上の和解金を手に入れさせた。
　しかし、離婚訴訟は苦手である。というのは書面でお互に延々と悪口を
書き続けるのが、くたびれるからである。一度は好き合って結婚したのだ
から、別れるときも和解金をさっと支払って事をすますことができないも
のかと思う。
　しかし、最近担当したケースは後味が良かった。59歳の男性が5年間
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別居している妻から離婚訴訟を提起された。しかも、ごていねいに自宅の
仮差押もしている。依頼者の男性は絶対離婚したくないという。子供も成
人しているから、仲直りしてやり直そうと主張している。そのために、10
枚に及ぶラブレターを手書きで書いてきた。筆者が書いても、このくらい
のものは書けない感動的な文であった。それを、原告の代理人を通じて妻
に渡したが、何の反応もなかった。このような状況で、この男性をどのよ
うに説得したら良いのか。
　一っの考えは、和解は成立しないから、判決をもらうことである。公式
の裁判だから、これで良いのかもしれないが、仮差押された自宅も強制競
売されることになる。これが解決と言えるのか。
　しかし、何か良い考えはないのか。筆者が考え出したのは、もう一度、
離婚調停をすることだ。すでに、調停は終了して裁判になっているのに、
再び調停をすることができるのか。参考書にも書いていない。依頼者とし
ては、妻の真意が知りたい。それには、調停によって本人を呼び出すこと
だ。筆者の再調停の申請に家裁は首をかしげたが、実施してもらった。原
告代理人に依頼して、妻本人にも来てもらい、固い離婚の意思を依頼者は
確認した。これにより、和解も成立し、和解金を減額して分割して支払
い、仮差押も取り下げられた。時には、通常でない手段も有効だ。
オ　遺言無効確認訴訟
　ある若い男性の独身のおじが死亡し、貯金のすべてを彼に贈与するとの
手書きの遺言書を残した。これにより、家裁での検認を経て、彼は全預金
を手に入れて、現金化した。
　これを伝え聞いて、おじの欲深な姉が、この遺言につき無効確認の訴訟
を提起した。
　裁判では、おじが残した日記の小冊子が提出されて、筆跡鑑定が行われ
て、遺言書の筆跡と日記の筆跡が異なるとの鑑定書が裁判所に提出され
た。引き続いて、その鑑定証人の証人尋問が裁判所で行われた。証人は二
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つの筆踏が異なるとの証言を行ったが、つけ加えて、言わなくても良い原
告に有利な発言を行った。被告代理人である筆者は、鑑定対象外のことに
つき発言するのはおかしいと食い下った。そのとき、どういうわけか、ベ
テランの裁判官は赤面した。
　判決は原告の敗訴であり、遺言の無効確認は成立しなかった。
　何故このような判決になったのか。それは、この鑑定人を裁判官が選任
しており、原告に有利に発言したので、鑑定内容の信頼性に疑いを裁判官
が持ったと推測する。また、裁判官は自らの選任に責任をとったものと思
われる。
②　刑事事件
　刑事裁判として筆者が取り扱ったのは、ほとんど国選事件で、語るべき
ことはない。しかし、筆者は刑事訴訟法第248条による起訴猶予は得意と
していた。しかも、それはシングルスではなくダブルスと言っても理解し
てもらえないだろう。
　筆者が活用したダブルスというのは、検察庁で最高検察庁部長とか検事
正を勤めた弁護士と組む方法である。この方法を筆者に教えたのはさる先
輩の弁護士であったが、法曹界と言っても、裁判官の世界と検察官の世界
は全く異なる。検察庁は行政庁であり、上下の関係が厳しいようだ。した
がって、元検察庁幹部の弁護士が検察庁へ行っても、全く扱いが異なる。
そのカを活用すれば、起訴猶予はより容易になる。
　筆者のいうダブルスでは、まず、依頼されたら、元検察庁幹部の弁護士
と共に検察庁へ行く。その時、真先に行くのは検事正の部屋である。そこ
では、事件の話は全くせず、世問話ししかしない。しばらくして、二人で
担当部長の所へ行き、最後に担当の検事の所へ行く。この後、示談とか被
疑者との面会は、筆者が担当する。
　都営地下鉄の駅で夜11時ころ、酒を飲んだ勢いで車掌と駅員に暴力をふ
るった男がいた。とくに、駅員にはケガをさせていたので、始末が悪かっ
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た。公務執行妨害罪ということになる。筆者は元検事正の弁護士と共に東
京地検を訪れると、通されたのは検事正の部屋だった。検事正は、ちょう
ど公務執行妨害罪に罰金刑が追加されたときで、「罰金刑はどうですか」
と尋ねてきたが、筆者は前科を残したくないと固持した。
　駅員との交渉が大変だった。傷が完治していないから示談できないとい
う。しかし、検察官に示談書を渡さないと、いくらダブルスでも、起訴猶
予とはならない。いろいろ考えた末、仮示談書という書面を作成して、駅
員に60万円を手渡して、仮示談書に署名・捺印させた。これで、起訴猶
予となり、後に正式の示談をした。とにかく、アイデアを出さなくてはな
らない。
　次に、若い人妻が電車の中でささいなことから若い女性とケンカにな
り、電車をおりるときに思わず、相手の顔面に一撃を加えてしまった。相
手は彼女を駅員につき出し、交番に連れて行って被害届を提出した。全治
5日間の傷。刑事的には、罰金10万円くらいと思われる。この事件につ
き、若い夫婦が筆者に依頼してきた。絶対に前科がつかないようにして欲
しいとの依頼だった。その理由は、その女性は、将来、公立の学校の給食
をつくる正式の職員になりたいからだと説明した。
　罰金刑の執行猶予など聞いたことがない。どうしたら良いのか。また、
検察庁OBとダブルスを組んで検察庁に出かけた。
　被害者の女性は、一時、50万円の示談金を要求していたが、その後、
交渉打ち切りを通告してきた。ここで、一計を案じた。要は、被害者に相
当の示談金を渡せば良い（渡したという証拠を検察官に提出できれば良
い）。そこで、民法の供託を利用することにした。10万円を法務局で供託
し、その通知を被害者に送付し、供託書の写しを検察官に手渡した。これ
により、罰金刑の起訴猶予が実現した。
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4　結びにかえて
　この30余年、本当に多種多様な事件を取り扱った。その依頼者は、年
間売上2兆円を越える大企業から個人にまで多岐にまたがる。しかし、共
通するのは、これらは現実の社会で発生している実際の問題であり、悩む
依頼者のために法のカによって解決することが求められていることだ。そ
れを果たすのが弁護士の職務なのである。
　弁護士業は、一面大変であり、緊張感も強いられるが、解決できた喜び
は大きい。しかし、実際には、失敗したケースももちろんあった。それは、
やむを得ない面もあり、訴訟で敗訴しても、「よくやってもらった」と依
頼者から感謝されたこともある。
　残り少ない人生ではあるが、今しばらく弁護士業をつとめて、人のお役
に立ちたいと思っている。具体的には、現在、国内訴訟では不動産の共有
物分割等請求事件とパワーハラスメントの事件を担当しており、これらを
国内事件の卒業試験と考えて取りくんでいる。また、EU法にっいては、
EU競争法の理解を深めて、何本かの論文を書く予定をしている。
　　　　　　　以　上
（本学法科大学院教授）
